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図表ソ-3　業種別指数推移（2002年度=100）
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2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2007年度 2010年度

特別積み合せ運送事業 宅配便 オーダーメード型物流

鉄道フォワーディング 一般港湾運送事業 外航海運フォワーダー

国際航空貨物フォワーダー 鉄道貨物輸送 外航海運

内航海運 国際航空貨物輸送 国内航空貨物輸送

一般倉庫 冷蔵倉庫 国際宅配便

引越し 納品代行 トランクルーム

レンタルスペース BPO 軽貨物

バイク便 平　　　均

連結財務指標（収益性、効率性、安全性）　

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 

営 業 利 益 率 （ ％ ） 5.7 5.7 5.8 4.6 4.8 6.0

経 常 利 益 率 （ ％ ） 5.9 5.8 6.0 4.8 5.0 6.2

当 期 純 利 益 率 （ ％ ） ▲ 0.5 3.0 5.0 4.9 3.2 ▲ 2.1

株 主 資 本 回 転 率 （ 回 ） 2.7 2.6 2.5 2.4 2.4 2.6

従 業 員 数 （ 人 ） 101,784 108,700 112,948 131,974 141,602 152,787

従 業 員 1 人 当 り 売 上 高 （百万円 ） 9.3 8.8 8.7 8.2 7.8 7.8

従 業 員 1 人 当 り 営 業 利 益 （ 千 円 ） 533 505 513 381 374 467

流 動 比 率 （ ％ ） 154.3 155.4 145.4 142.4 142.9 143.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ （ 倍 ） 20.5 31.0 47.8 64.5 114.5 166.8

固 定 比 率 （ ％ ） 117.5 114.5 100.4 90.5 88.6 91.5

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） 51.4 53.7 61.9 68.0 67.9 53.4

(資料）ヤマトホールディングス決算短信より産業構造総合研究所作成
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インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 自己資本比率 （％）

（単位：倍）

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 

日本通運 22.7 11.4 20.4 19.2 15.1

ヤマトホールディングス 20.5 31.0 47.8 64.5 114.5 166.8

近鉄エクスプレス 2.9 7.2 8.5 10.0 9.5 13.1

日本郵船 3.1 2.8 4.1 6.0 10.4 8.5

商船三井 2.4 2.5 3.6 6.2 11.8 10.8

川崎汽船 3.7 3.3 5.0 14.3 19.5

全日本空輸 4.2 1.2 3.8 4.1 7.0 6.3

日本航空 4.5 2.7 5.7 4.5

(資料）各社決算短信より産業構造総合研究所作成
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1.2.1 ３ＰＬと共同配送市場規模推移

1.1.1業界の定義 1.1.2参入企業

1.1.3外資系企業の参入 1.1.4沿革

1.1.4業界における課題 1.1.5生産・流通フロー

1.1.6取引条件 1.1.7監督官庁

1.1.8関連法規 1.1.9規制緩和動向

1.1.10 ＩＴ化動向

1.2.3需要分野

1.2.6新規参入状況

1.2.7倒産状況

2.宅配便市場

2.1宅配便市場構造

2.1.1業界の定義 2.1.2参入企業

2.1.3外資系企業の参入 2.1.4沿革

2.1.5生産・流通フロー 2.1.6取引条件

2.1.7監督官庁 2.1.8規制緩和動向

2.1.9 ＩＴ化動向

2.2宅配便市場分析

2.2.1宅配便市場規模推移 2.2.2宅配便市場規模予測

2.2.3需要分野構成 2.2.4宅配便市場の現状

2.2.5市場の将来展望 2.2.6倒産状況

3.オーダーメード型物流市場

3.1.1業界の定義 3.1.2参入企業

3.1.3外資系企業の参入 3.1.4沿革

3.1.5生産・流通フロー 3.1.6取引条件

3.1.7監督官庁 3.1.8関連法規

3.1.9規制緩和動向 3.1.10 ＩＴ化動向

3.2.3需要分野

3.2.6新規参入状況 3.2.7倒産状況　

3.2.1オーダーメード型物流市場規模推移

3.2.2オーダーメード型物流市場規模予測

3.2.4オーダーメード型物流市場の現状

3.2.5オーダーメード型物流市場の将来展望

1.2.4特別積み合わせ市場の現状

1.2.5特別積み合わせ市場の将来展望

3.1オーダーメード型物流市場構造

3.2オーダーメード型物流市場分析

1.1特別積み合せ運送事業市場構造

1.2特別積み合せ運送事業市場分析

1.2.1特別積み合せ運送事業市場規模推移

1.2.2特別積み合せ運送事業市場規模予測

2章　物流の業種別動向と事業展開について

1.特別積み合わせ運送事業市場

資料編：物流企業データ分析

2.国内主要企業財務指標

       日本通運        日本郵船

       近鉄エクスプレス        商船三井
       川崎汽船        全日本空輸
       日本航空        日本郵政公社
3.海外主要企業財務指標

        Deutsche Post         FEDEX
        UPS         TNT

       ヤマトホールディングス

1.国内及び海外主要企業財務指標比較

物流22業種の市場
規模推移と予測・転機を迎えた物流業界

の将来の方向性の提示
・グローバル・インテグ
レータの戦略は？

主要企業の財務指標比較（営業利益
率、経常利益率、純利益率・株主資本回転率・従
業員1人当り営業利益、インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ・自己資本比率・株価収益率（PER）、
株価株主資本倍率（PBR） 、EV/EBITDA倍率 、
株価株主資本倍率（PBR）、総資産利益率(ROA）、
株主資本利益率（ROE） 、総資本回転率 ）、
（収益性、効率性、安全性）・（投資指標）セグ
メント情報（事業別・所在地別）

7.決済代行

7.1決済代行市場構造 7.1.2参入企業

7.1.1業界の定義

7.1.3生産・流通フロー 7.1.4取引条件

7.2決済代行市場分析

7.2.2決済代行市場予測 7.2.3需要分野

7.2.4市場の現状 7.2.5市場の将来展望

8.グリーンロジスティクス

8.1.1業界の定義 8.1.2参入企業

8.1.3生産・流通フロー 8.1.4取引条件

8.1.5業界団体 8.1.6監督官庁

8.1.7関連法規

8.2.1需要分野 8.2.2市場の現状

8.2.3市場の将来展望 8.2.4新規参入状況

7.2.1決済代行市場規模推移

8.2グリーンロジスティクス市場分析

8.1グリーンロジスティクス市場構造

世界・日本のインテグレー
ター勢力図および評価表

Sample

Sample

Sample

Sample

Sample
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